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鳴瀬川
水系 

吉田川

宮城県黒川郡大郷町粕川地先 鳴瀬川水系 吉田川
左岸20.9k 堤防決壊箇所 2019.10.13 ７時53分時点

埼玉県川越市平塚新田地先 荒川水系 越辺川（おっぺがわ）
2019.10.13 12時10分時点

長野県長野市穂保地先 千曲川 2019.10.13 13時10分頃（UAV写真）

令和元年台風第19号の大雨により20水系71河川140箇所（12月 ３日）で堤防決壊が
発生した。写真は、東北地整、関東地整、北陸地整のHPより
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　明けましておめでとうございます。

　会員の皆様を始め関係者の皆様におかれましては、お健やかに新年をお迎えのこととお慶び申し

上げます。

　常日頃から、当協会の業務運営、推進に多大なご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　昨年の国土交通省所管の公共土木施設の被害報告額は、令和元年12月13日現在で直轄、補助合わ

せて、18,006箇所、7,263億円とされています。この額は、過去 5カ年平均に比べ箇所数で1.28倍、

被害額で1.80倍に達するなど、全国各地で甚大な被害となっています。

　これらの災害を振り返ってみますと、 6月18日に発生した新潟県村上市で震度 ６強を観測した地

震、 8月の九州北部を中心とした前線に伴う大雨、 9月 9日、10月12日と相次いで上陸した台風第

15号、第19号による東日本を中心とした広域的かつ同時多発的な河川の決壊、越水、溢水、崖崩れ、

長期間に亘る大規模な停電が発生する等、全国各地で甚大な被害となりました。

　被災されました方々に心よりお見舞い申し上げますとともに、１日も早い復旧・復興をお祈り申

し上げます。

　近年、この30年間における短時間強雨発生の回数が、時間雨量50㎜以上の場合で約1.4倍、80㎜

以上の場合で1.7倍に増加しており、また、これまで台風の被害が比較的少なかった地域でも激甚

な災害が発生しています。地球温暖化対策を話し合う国連の会議「COP25」において、WMO（世

界気象機関）が、昨年の世界の平均気温が観測史上 ２番目か ３番目に高くなるという見通しを示し、

年頭のご挨拶

公益社団法人全国防災協会 会長　脇　　雅　史
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地球温暖化の影響で100年に 1度起きるような熱波や洪水が当たり前になりつつあるとして対策の

強化を呼びかけました。今後更なる水害の頻発、激甚化が強く懸念されています。

　一方で、南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の大規模地震への備えも喫緊の課題となっていま

す。

　更に、市町村における技術系職員の不足等による公共土木施設の維持管理の不足、公共事業施行

における困難等の問題が叫ばれています。

　このような状況の下、災害復旧事業・改良復旧事業の早期・的確な実施、河道特性に応じた災害

復旧事業の実施が、被災地の復旧・復興、再度災害の防止、民生の安定に必要であり、かつ重要な

行政の責務となっています。

　当協会といたしましても、平成26年度から、大規模な災害が発生したときには、災害復旧や改良

復旧計画立案のため、被災自治体から国土交通本省防災課に要請がなされ必要と判断された場合に、

無償で災害復旧技術専門家を派遣する制度を設け、昨年も青森県、岩手県、宮城県、千葉県、埼玉

県、東京都、神奈川県、福岡県及び佐賀県に延べ42名を派遣したところです。今後も積極的に派遣

してまいる所存ですので、ご活用くださいますようお願いいたします。

　当協会は、本年も公益社団法人として着実な歩みを進めて参る所存でございます。

　会員各位、関係者各位の皆様のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げますとともに、皆様

の益々のご健勝とご多幸をお祈り申し上げまして、新年の挨拶といたします。



（4） 第 847 号 防 災 令 和  2  年  1  月  1  日

　新しい年を迎えるにあたり、謹んで新春のご挨拶を申し上げます。
　皆様には、日ごろから水管理・国土保全局の所管行政の推進にご支援とご協力を賜り、厚く御礼
申し上げます。

　昨年も、令和元年 ８月の前線に伴う大雨、台風第15号、台風第19号など、各地で多くの自然災害
が発生した年となりました。これらの災害により犠牲となられた方々に対して謹んで哀悼の意を表
しますとともに、被害に遭われた方々に心よりお見舞い申し上げます。

　九州北部を襲った大雨では佐賀県内において、多数の住宅の床上浸水や流出した油の被害があり
ました。そのため、油拡散対策をした上で、排水ポンプ車により排水を行うとともに、のべ約900
人が吸着マットやバキューム車により油の回収作業を実施しました。また台風第15号では、千葉県
等において倒木や電柱の倒壊等により大規模な停電が発生しており、電力の早期復旧に資するよう、
TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）を派遣し、市道等の早期開通を支援するとともに、住宅の
被害や飲料水等の不足が生じていることから、被災市町村へブルーシートや食料・飲料水等の提供
等の支援を行いました。支援に当たっては、日本建設業連合会や都県トラック協会等の災害協力団
体等に物資の運搬やブルーシートを屋根にかける職人派遣等を実施して頂きました。
　令和元年台風第19号については、台風本体の発達した雨雲や台風周辺の湿った空気の影響で、静
岡県や新潟県、関東甲信地方、東北地方を中心に広い範囲で記録的な大雨となり、10日からの総雨
量は神奈川県箱根町で1,000ミリに達した他、関東甲信地方と静岡県の17地点で500ミリを超える雨
を記録しました。河川の被害状況として、信濃川水系千曲川をはじめ国管理河川で12箇所、県管理
河川で128箇所の堤防が決壊しました。また、国管理河川で14水系30河川、都道府県管理河川で61
水系292河川が氾濫し、全国で計約35,000ha（近年10ヶ年で最大）（令和元年12月12日現在の速報値）
が浸水しました。
　国土交通省では、全国の地方整備局等からTEC-FORCEを広域派遣し、被災地において自治体
所管公共土木施設の被災状況調査、対策工法の検討等を実施し、被害規模の迅速な把握に貢献して
います。また、排水ポンプ車、衛星通信車など災害対策機械を全国から被災地に投入し、迅速な排
水活動などにより自衛隊、警察、消防の捜索、救助活動の支援も実施しています。全国の排水ポン
プ車約200台体制による緊急排水に全力で取り組み、10月30日までに全箇所で浸水を概ね解消する

年頭挨拶

国土交通省水管理・国土保全局長　五　道　仁　実
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など被災地の早期復旧に貢献しています。さらに、茨城県、宮城県、福島県、長野県から要請を受
け、県管理区間で堤防が決壊した箇所等41箇所について、権限代行により、県に代わって国が応急
復旧工事等を実施しています。
　決壊や越水した箇所においては、その原因も踏まえ、今後、再度災害を防止するため、堤防強化
や河川水位を低下させるための河道掘削などの河川整備を加速させるなど、今後みなさまの生活を
取り戻せるよう、被災地の復旧・復興に努めてまいります。
　緊急的な対応として、平成30年12月政府全体でとりまとめられた「防災・減災、国土強靱化のた
めの ３か年緊急対策」として樹木伐採・掘削、堤防強化対策や土砂・洪水氾濫対策等のハード対策
や、各種災害に対するハザードマップ等の充実、災害の切迫状況等を伝える簡易型河川監視カメラ
の設置等のソフト対策を集中的に取り組んでいるところです。
　加えて、令和元年12月 5 日に閣議決定された新たな経済対策において、氾濫発生の危険性の高い
河川における河道掘削・堤防強化等による洪水対策や基幹的防災インフラの整備、水害・土砂災害
被災地域における再度災害防止対策の集中的実施、内水浸水対策強化のための雨水貯留施設等の
整備、浸水想定図が未作成の河川における水害リスク情報の提供や防災情報のアクセス集中対策、
TEC-FORCE の活動のための資機材の充実など、一連の台風被害を踏まえた更なる施策を盛り込
んでおり、防災・減災、国土強靱化を更に強力に進めてまいります。
　さらに、抜本的に治水安全度を向上させる対策や、気候変動への対応、これまで整備してきた施
設の計画的な更新など残された課題は多く、 ３か年対策後も、「事前防災対策」を加速化していか
なければなりません。
　12月20日に閣議決定された令和 2年度予算政府案においては、気候変動による豪雨の頻発・激甚
化を見据えた事前防災対策や昨年の台風第19号等の自然災害に対する改良復旧による再度災害防止
対策を進めるとともに、各種取組を充実させていくこととしております。危険性が特に高い区間に
おける集中的な河道掘削や大規模施設の更新・改良などについて、個別補助事業制度を拡充し、地
方公共団体が実施する計画的・集中的な整備を推進してまいります。また、少子高齢化や Society 
5.0の実現に向けた IoT・AI 等の進展などの社会状況を踏まえ、既存ストックの有効活用やコンパ
クトなまちづくり等の取組との連携を進めることが求められています。そのため、現在実施してい
る24のダム再生事業に加え、新たな ５つのダム再生事業（実施計画調査段階：九頭竜川上流ダム再
生事業、旭川中上流ダム再生事業、小見野々ダム再生事業、建設段階：藤原・奈良俣再編ダム再生
事業、大町ダム等再編事業）の着手や、損失補填制度など利水ダムの治水協力を促すための各種支
援策の創設、災害リスクの低い地域への居住や都市機能の誘導等を促す住まい方の工夫の促進を図
るための防災集団移転促進事業の拡充等についても取り組んでまいりたいと考えております。
　さらに、気候変動による降雨量の増加等への対応が必要です。近年、全国各地で豪雨等による水
害や土砂災害が頻発し、甚大な被害が発生しています。平成30年 ７ 月豪雨では、気象庁が「地球温
暖化による気温の長期的な上昇傾向とともに、大気中の水蒸気量も長期的に増加傾向であることが
寄与したと考えられている。」と個別災害について初めて地球温暖化の影響に言及し、地球温暖化
に伴う気候変動が既に顕在化していることが明らかとなりました。国連気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）の第 ５次評価報告書（平成25～26年公表）では、気候システムの温暖化には疑う余
地がないこと、中緯度の陸地などで21世紀末までに極端な降水がより強く、頻繁となる可能性が非
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常に高いことなどが示されており、気候変動に伴う降雨量の増加や海面水位の上昇等による水災害
の頻発化・激甚化が懸念されています。
　そうした中、国土交通省では、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」（平成30年 ４ 月）
を設置し、気候変動による外力の増加等について、気候変動予測に関する最新の知見を活用して検
討を実施しました。この検討会により令和元年10月18日に公表された「気候変動を踏まえた治水対
策のあり方　提言」では、産業革命以前と比べて世界の平均地上気温を ２℃上昇以下に抑えること
を前提としたシナリオの場合、一級水系の治水計画で対象とする規模の降雨は、21世紀末には20世
紀末と比べて、全国平均で、降雨量が1.1倍、洪水発生頻度が ２倍になるとの試算結果が示されて
おります。
　気候変動に伴う降雨量の増加や海面水位の上昇、人口減少や超高齢化社会の到来、社会構造の変
化等を踏まえ、低い水準にある治水安全度の速やかな向上や、予測される将来の降雨量等を反映し
た治水対策への転換に加えて、災害リスクを勘案したコンパクトなまちづくり等の取組とも連携し、
流域全体で備える水災害対策について検討するため、同日、社会資本整備審議会へ「気候変動を踏
まえた水災害対策のあり方」について諮問しました。諮問を受けて、11月 7 日には同審議会に「気
候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会」を設置し、検討を進めているところです。今後、小委
員会での議論を踏まえ、国・県・市のみならず企業・住民の方々などと連携し、ハード・ソフト一
体となった水災害対策を進めてまいります。
　政府全体で進められている Society5.0の実現に向け、防災・減災分野においても、「防災・減災
Society5.0の実現」として、調査・設計から施工、維持管理まで ICT、IoT、AI 等の先端技術や異
分野の技術を河川分野に積極的に導入する必要があります。特に、水管理・国土保全局では、革新
的河川技術プロジェクトとして、企業等が持つ先端技術や既存技術を活用したオープンイノベーシ
ョン型（異分野連携型）の技術開発を推進しており、これまで、洪水時の観測に特化した低コスト
の水位計（危機管理型水位計）や簡易型河川監視カメラ等を開発し、中小河川も含めて防災・減災
につながる河川情報の充実を図ってきたところです。そのほか、現在、洪水時の流量観測の無人化・
自動化、ドローン・画像解析技術を活用した河川巡視の高度化等の技術開発に取り組んでおり、今
後さらに新技術を活用しながら、高度化・効率化を図り、生産性向上の取組を進めてまいります。
施工においても、i-Construction の取組を進めています。河川分野では、築堤・掘削などの土工に
加えて、平成30年度から浚渫工においても ICTの活用を進めており、音響測深による測量や浚渫
用の ICT建設機械等を活用した浚渫工事を、熊野川等で実施しています。ダム分野では、例えば
成瀬ダムにおいて、UAVを使用した写真測量の出来型自動モデル化による工程管理を実施してい
るほか、今後行われる台形 CSG ダムの本体打設については、ダム堤体工事への本格的な自動化施
工導入をめざして、均一な施工を計画通り行う自律自動運転機械の全面採用に向けた実用化試験等
を行っております。砂防分野でも、 ５Ｇ通信を活用した無人化施工の技術開発を推進するなど、新
技術の開発と導入をあらゆる分野で進めてまいります。
　気候変動の影響により自然災害の頻発・激甚化が懸念されているところですが、被災地の早期復
旧・復興を進めるとともに、国民の生命と財産を守るため、防災・減災対策、国土強靱化の取組を
進めてまいります。皆様の引き続きのご支援とご協力を心からお願い申し上げます。
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　新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上げます。

　昨年は山形県沖地震や台風第15号、台風第19号など、自然災害による被害が多く発生しました。

特に台風第19号では計140箇所での堤防決壊、がけ崩れ等が発生し、死者86名、住宅全半壊28,015

戸等、甚大な被害となりました（12月12日時点）。

　公共土木施設被害については、全国で18,006箇所、被害額は7,263億円に上り、過去１０年で東日

本大震災のあった平成23年に次ぐ額となりました（12月13日時点）。国土交通省では、直轄施設の

応急復旧を行うとともに、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）のべ約36,000人を被災自治体に

派遣し（12月12日時点）、被災状況の迅速な把握や二次災害の防止対策、緊急排水や道路啓開等を

実施するなど、被災地の早期復旧・復興を支援しました。また、警察、消防、自衛隊等が危険な被

災現場で救命・救助活動を実施する際に安全を確保できるよう技術的な助言を行ったり、避難所等

での給水を行うなど被災者の生活支援も実施しました。

　また、災害復旧の迅速化に向けて、机上査定額や採択保留額の引き上げ、設計図書の簡素化等の

災害査定の効率化（簡素化）を実施しました。特に台風第19号、第20号及び第21号の暴風雨及び豪

雨による公共土木施設の被災については、災害査定に要する期間等を大幅に縮減する「大規模災害

時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール」を適用し、被災自治体を支援しています。

　加えて、特に被害が大きかった自治体に対しては、本省災害査定官を派遣し、復旧方針・工法決

定に向けた技術的指導や助言を行いました。また、再度災害防止に向けた改良復旧事業等を求める

声に対応するため、背後地の状況や被災原因の現地の状況を踏まえながら、適切かつ積極的に活用

されるよう支援しているところです。

　貴協会におかれては、登録された災害復旧技術専門家を岩手県、宮城県、埼玉県等の被災自治体

に派遣し、国土交通省と一体となって活動いただいたことに深く感謝します。

　このような災害発生時の応急対応や災害復旧の取り組みとともに、頻発・激甚化する水災害、切

年頭挨拶

国土交通省水管理・国土保全局 防災課長　岩　田　美　幸
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迫する南海トラフ巨大地震や首都直下地震に対する取り組みを加速しています。

　昨年は台風第19号による被害が特に甚大かつ広範囲であり、堤防の整備・強化、ダム等の機能強

化、情報提供システムの強化等の教訓がありました。今後も気候変動に伴う降雨量の増加や海水面

水位の上昇等、水災害の頻発化・激甚化が懸念されており、これらに対しては、近年の災害や将来

の気候変動の影響などを考慮した抜本的な治水計画への転換を目的とし、10月18日に社会資本整備

審議会に諮問し、11月22日より「気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会」での検討を開始し

たところであり、今夏までに取りまとめる予定です。

　また、本年開催される東京オリンピック・パラリンピックの大会の開催を支えるため、具体的な

アクションプランを示した「東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた首都直下地震対策ロ

ードマップ」に基づき、限られた時間の中で関係各局が一体となって必要な対策に万全を期してま

いります。

　さらに、災害対応力の強化を図ることを目的に、出水期に備えた総合水防演習、大規模地震を想

定した地震防災訓練、津波災害を想定した大規模津波防災総合訓練をはじめ、実践的な防災訓練を

国、自治体、関係機関等と一体となって実施しています。昨年は、「防災の日（ 9月 1日）」に際し

て、首都直下地震を想定した国土交通省緊急災害対策本部運営訓練等を実施しました。 また、「津

波防災の日」「世界津波の日」（11月 5 日）に際して、和歌山県和歌山市や大阪府堺市など 4箇所を

会場として実施した、大規模津波防災総合訓練においては、地元企業や国、県、市などの関係機関

に加え、地域住民や外国人留学生などを含む約4,500人が参加し、避難訓練、救命・救助訓練、道路・

航路啓開訓練等を行うとともに、これまでに培ってきた我が国の防災の知識や技術を世界に向け発

信しました。

　国土交通省では、今後とも災害応急対策や災害復旧を迅速に進めるとともに、省の総力をあげて

取り組むべき南海トラフ巨大地震や首都直下地震、頻発・激甚化する水害・土砂災害に対して、各

種計画のフォローアップや訓練の実施等により被災地を的確に支援できるよう災害対応能力の強化

を図ってまいりますので、より一層のご支援ご協力をお願いいたします。

　結びに、貴協会のご発展と会員の皆様のご健勝をお祈り申し上げ、新年のご挨拶とさせていただ

きます。
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　災害対策等緊急事業推進費は、年度途中に自然災害により被災した地域や重大な交通事故が発生
した地域において、年度内に緊急に行う再度災害防止対策や事故の再発防止対策等の公共事業に対
する予算支援です。

　

令和元年度 第３回 災害対策等緊急事業推進費の配分
　国土交通省は、令和元年台風第19号及び ８月前線に伴う大雨などにより被災した地域で再度災害防止の
ために実施する洪水対策などに緊急的に予算を配分します。（対策件数：26件、配分額：国費96億 4 百万円）

令和元年１２月２０日 国土政策局広域地方政策課
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令和元年台風19号豪雨「災害復旧技術専門家」としての活動
（東京都東大和市、町田市、あきる野市派遣）

根
ね

津
づ

　和
かず

近
ちか

（公益財団法人東京都道路整備保全公社）

　私は、東京都OBとして平成30年 6 月「災害復旧技術専門家」に登録し、この度、東京都多摩地区の 4市 9箇所を11月
21日（東大和市、町田市、あきる野市）に国交省OBの方と、11月26日（八王子市）に別の国交省OBの方と派遣させて
頂きました。
　東京都内では「災害復旧技術専門家」制度の活用は初めてのため、事前手続き、派遣先の抽出、日程・行程などの調整
を東京都建設局及び全国防災協会のご協力を頂き現地入りしました。
　派遣先の 4自治体では、災害復旧事業申請が初めてのため、被災原因の考え方、再度災害防止に配慮した復旧の検討等
を主に助言しました。また、事前に被災写真、図面を頂いた結果、被災要因の推定などの助言に活用できました。
　一方、今回の災害対応では、コンサルタンツ会社等との契約が整わず、災害復旧事業の申請を取下げた自治体もあるな
ど、自治体職員の人員や技術力の不足も浮き彫りとなり、災害復旧事業制度の習熟、支援等が課題と感じました。
　近年、豪雨等の極端現象により今後も災害が予想されるため、国、都、関係団体等が連携し、特に人口減少や高齢化等
の問題を抱える末端自治体への実行性のある技術支援が不可欠です。
　今後も「災害復旧技術専門家」制度の PRを一層推進し、微力ながら災害支援に尽力できればと考えております。

令和元年１０月台風１９号による
真鶴・箱根町への災害復旧技術専門家派遣について

（神奈川県真鶴町、箱根町派遣）

富
とみ

田
た

　和
かず

久
ひさ

（㈱浅沼組）

１ ．専門家として派遣（12月12日）された感想
　台風１９号は箱根町においては連続雨量で８００㎜超、時間雨量で８０㎜超の豪雨をもたらし各所で法面崩壊による道路災害
が発生、一方真鶴町では海岸沿いの町道が波浪により崩壊する道路災害が発生、両町はこれら被災箇所の災害申請に向け
て県の方々や建設コンサルタントの指導を受けるなど申請資料の作成を進めていました。
　町は土木技術職の職員も少なく、また、いつ発生するか分からない災害に対して災害復旧に精通した職員を確保する余
裕がないのが現実です。
　よって現場での町の担当職員との会話からも災害発生直後のアドバイスが必要であることを認識したところであり、更
なる災害復旧技術専門家派遣制度の周知の必要性を痛感しました。
２ ．専門家派遣制度に望むこと
　今回の現場移動は町の車に便乗させて頂いたが、移動手段は専門家で確保することを原則とし様々な方法が必要。また、
久し振りに被災現場をみて災害査定の勘を取り戻すのに若干の時間を要したのも事実、必要に応じて疑似査定などの講習
会が必要。
３ ．今後の抱負
　専門家として派遣先の方々から頼りにされていることを認識、専門家としての技術力の研鑽、健康管理に努め要請に備
えていきたい。

❖派遣災害復旧技術専門家コメント
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平成31年（令和元年）　発生主要異常気象別被害報告 令和元年11月29日現在（単位：千円）
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※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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平成31年（令和元年）　発生主要異常気象別被害報告 令和元年12月27日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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